
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

◆企業が支払った給与の総額、７年連続増加 

国税庁が租税負担の検討のため例年実施している「民

間給与実態調査」の最新版が公表されました（2018 年

12 月 31 日現在の源泉徴収義務者が対象）。 

調査によれば、昨年中に民間の事業所が支払った給与

の総額は、223 兆 5 千億円（前年対比 3.6％増）でし

た。給与総額の増加は７年連続のことです。 

 

◆正規・非正規雇用の平均給与 

また、１年を通じて勤務した給与所得者の１人当たり

の平均給与は 440 万円（同 2.0％増）でした。この平

均給与を正規・非正規雇用でみると、正規 504 万円（同

2.0％増）、非正規 179 万円（同 2.2％増）とのことで

す。 

正規・非正規間では、給与に倍以上の格差があるとい

えます。 

 

◆同一労働同一賃金まであと半年 

2020 年４月には、いわゆる「働き方改革関連法」（パ

ート・有期法、改正派遣法等）による「同一労働同一

賃金」がいよいよ適用され、企業は正規・非正規雇用

での不合理な給与の格差を禁じられることとなりま

す（ただし、パート・有期法の中小企業への適用は 2021

年４月から）。適用により、非正規雇用の平均給与は来

年以降も増加するでしょう。 

 

◆同一労働同一賃金による人件費増をどうするか 

日本経済新聞（2019 年９月 21 日付）が実施した「社

長 100 人アンケート」によれば、同一労働同一賃金に

対応した制度の導入により人件費が「増える」「どちら

かといえば増える」と回答した企業は 46.9％でした。 

また、既に同一労働同一賃金に対応した制度整備を終

えた企業のうち、「基本給・給与」を見直した企業は少

なかったようです。同アンケートでは、非正規雇用に

賞与支給を開始する企業は 10.5％、非正規雇用の基本

給を正規雇用並みに引き上げる企業は 7.0％と少数で

した。一方で、「手当・福利厚生」を見直したという回

答が多く、たとえば「時間外・深夜・休日手当の割増

率」を見直した企業は 17.5％だったとのことです。 

企業によって対応に差はありますが、給与を中心とす

る待遇格差の是正や、そのコストへの対応が必要です。

大手他社の動向も参考にしつつ、対応を急ぎましょう。 

 

 
 
◆70 歳まで働くのが普通に 

政府は「70 歳まで働く機会の確保」に向けた議論を開

始し、希望すればすべての人が 70 歳まで働けるよう

に、企業に高齢者の雇用機会を作るよう努力義務を課

す方針を示しました。来年の通常国会に高年齢者雇用

安定法の改正案を提出する予定だそうです。 

また、「成長戦略実行計画」でも高齢者が能力を発揮し、

安心して活躍するための環境を整備するため、ガイド

ラインの策定等が検討されています。 

 

◆死傷者の 25％は 60 歳以上 

雇用者に占める 60 歳以上の割合が 17.2％（2018 年）

に達するなか、高年齢労働者の労働災害が増加してい

ます。今後、高年齢労働者は、否が応でも増えること

正規・非正規雇用の平均給与の現状と

「同一労働同一賃金」対応 

高齢労働者の労働災害防止には握力アッ

プ！？ 
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になりますが、現状でも死傷災害（休業４日以上）と

なった人の４人に１人が 60 歳以上の高年齢労働者で

す（厚生労働省「労働者死傷病報告」）。 

 

◆握力アップは安全に通じる！？ 

年齢を重ねるとどうしても体力は低下しますが、特に、

握力は全身の筋力を把握するための指標と考えるこ

ともできるようです。 

高齢者の認知症発症リスクは、身体活動レベルが低い

ほど上昇する傾向があるといわれています。しかし、

65 歳以下の中高年層でも、握力が強い人は、脳卒中等

の発症リスクが低かったり、認知症になりにくかった

りするそうです。また、握力の強い人はストレスに強

く精神的にも安定しており、セルフコントロール能力

が高いとの研究もあるそうです。握力の低下は、集中

力・やる気の低下にもつながるということです。 

なお、握力は、部分的に鍛えるだけでは向上しにくく、

脚・腰など全身の筋力向上と相関関係があり、握力向

上≒全身の筋力向上ともいえるでしょう。 

 

サービス業における労災（特に転倒・腰痛等）の発生

が注目されていますが、労働災害を起こしにくい体作

りのための指導を、日常の労務管理に組み入れること

が重要な時代になってきているのだと思います。企業

独自の体力テストを取り入れ、就業制限・就業配慮・

業務変更等に役立てているケースもあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

11 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付［郵便

局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に

採用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

 

15 日 

○ 所得税の予定納税額の減額承認申請書（10月 31日

の現況）の提出［税務署］ 

 

12 月 2 日 

○ 個人事業税の納付＜第２期分＞［郵便局または銀

行］ 

○ 所得税の予定納税額の納付＜第２期分＞［郵便局

または銀行］ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告

書の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でな

い場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞ 

［公共職業安定所］ 

 

 

～当事務所よりひと言～ 

 
 先月までは台風の来襲やこれまで経験したことの

ないような大雨などの風水害により慌ただしい日々

でしたが、ようやく落ち着いた秋本番を迎えられそう

です。被災した方の中には、現在も懸命に復旧に向け

努力されている方もいらっしゃると思いますが、一日

も早く元の生活に戻れることを祈念しております。 

11 月の税務と労務の手続提出期限 

［提出先・納付先］ 


